
（単位：千円）

金  額 金  額
【流動資産】 550,078 【流動負債】 64,568

現金及び預金 461,176 買掛金 43,762
売掛金 13,096 預り金 3,462
未収入金 4,981 未払費用 9,403
未収金 61,784 未払消費税 5,090
貯蔵品 1,323 未払法人税等 2,849
ガス 4,047
器具 3,423
積立金 139
仮払金 260
立替金 392
貸倒引当金 △548

【固定負債】 12,842
【固定資産】 145,021 従業員退職給付引当金 11,180

(有形固定資産) 140,952 長期未払金 1,662
建物 7,725
建物附属設備 1,151
構築物 941
機械装置 6,039
容器 4,311
貸付消費設備 765 77,411
工具器具備品 505
導管 52,692 【株主資本】 617,688
一括償却資産 1,555 資本金 50,000
土地 65,264 (資本剰余金) 218,564

資本剰余金 218,564
(無形固定資産) 1,989 (利益剰余金) 349,123

営業権 1,006 利益準備金 12,500
電話加入権 983 別途積立金 86,000
ソフトウェア 0 繰越利益剰余金 250,623

(投資その他の資産) 2,080
投資有価証券 1,890
出資金 140
保証金 50

617,688
695,099 695,099

純資産合計
資産合計 負債・純資産合計

資産の部 負債の部
科 目 科 目

負債合計
純資産の部
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法       

固定資産の減価償却の方法        

引当金の計上基準            

  役員退職慰労金制度の廃止 

    当社は2024年3月12日の開催の第59期定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

貸借対照表等に関する注記

減価償却累計額の金額          

有形固定資産の減価償却累計額           620,864千円

当期純損益金額

  当期純利益の金額     13,638千円

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

   これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額（当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額37千円

   含む）取り崩し、「役員退職慰労引当金」に計上しておりました1,662千円を「長期未払金」として

(1) リース取引の処理方法                             

  リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について 

  は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。        

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

(1) 有形固定資産                                 

  定率法を採用しております。                          

  ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1 

  日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。  

(2) 無形固定資産                                 

  定額法を採用しております。                          

  のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。 

   慰労金の打ち切り支給を決議しました。

(2) 消費税等の会計処理                              

   固定負債に表示しております。

貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法 

           の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。   

退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合期末 

           要支給額(中小企業退職金共済制度により支給される部分を除く)を計上しています。 

（追加情報）

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法                        

  最終仕入原価法による原価法によっております。 

   移動平均法による原価法によっております。                   

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法                        

個別注記表

 2024年 1月 1日から

 2024年12月31日まで


	貸借対照表　2025
	個別注記表

